
 

が年々大きくなっている。 

 

3. 障害者就業・生活支援センター 

○ 障害者就業・生活支援センターは、障害者の職業生活における自立を図るため、

雇用、保健福祉、教育等の地域の関係機関との連携の下、障害者の身近な地域にお

いて就業面及び生活面における一体的な支援を行うものとして、平成14年の障害者

雇用促進法の改正により創設された。 

 平成 14 年以降、順次設置箇所数を増やし、平成19 年度においては全国で135 カ

所が設置・運営されている。 

○ 雇用（厚生労働省職業安定局）と福祉（同障害保健福祉部）との連携事業として

実施しており、就業支援担当者2名、生活支援担当者1名が配置されている。 

○ 平成 18 年度においては計 110 センターが設置・運営され、登録障害者数 22,339

人（1センター当たり203人、対前年度比12％増）、相談・支援件数444,871件（同

4,044件、対前年度比8％増）、就職件数3,634件（同33件、対前年度比18％増）、

就職後6ヵ月経過後の定着率76％という実績をあげている。 

 

4. 障害者雇用支援センター 

○ 障害者雇用支援センターは、就職が特に困難な障害者を対象に、長期的な職業準

備訓練を行う機関として、平成6年の障害者雇用促進法の改正により創設された。 

 平成 6年の制度創設以降、平成13年までの8年間に14カ所が設置・運営され、

現在に至っている。 

○ 職業指導員が配置され、地域障害者職業センターの策定する職業リハビリテーシ

ョン計画に基づき、施設内での職業準備訓練及び職場実習を通じて（原則１年、最

長２年）、職業準備性の向上を図り、就職に結びつけている。 

○ 平成17年度中に14センターに在籍した訓練生は全体で378 人、うち知的障害者

が 9 割弱を占めている。また、センターの平均在籍期間は、１年未満が約 8 割、そ

の半数が半年未満となっている。同年度中に終了した者のうち就職した訓練生は196

人となっている。 

 

5. 就労移行支援事業者 

○ 平成18年の障害者自立支援法の施行により、福祉施設が機能別に再編され、一般

雇用への移行のための訓練を目的とする就労移行支援事業が創設された。平成19年

4月現在、全国で633事業者が就労移行支援事業を実施しており、約8,700人が利用

している。 

○ 授産施設等を退所して就職した者の数は約 1％にとどまるとされる中で、国は障

害福祉計画の基本指針において、福祉施設から一般雇用に移行する者を現在の約 4

倍以上、現在の福祉施設利用者のうち 2 割以上が就労移行支援事業を利用すること

等を内容とする目標を示し、各地域の取組を促している。 
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6. 特別支援学校 

○ 本年 4 月の改正学校教育法の施行により、従来の盲・聾・養護学校の制度は、複

数の障害種別を対象とした教育を行うことのできる特別支援学校の制度に転換され

た。特別支援学校では、児童生徒等のニーズに柔軟に対応し、適切な指導及び必要

な支援を行うとともに、労働関係機関等とも連携しながら就労支援等に取り組んで

いる。 

○ 特別支援学校の卒業生の進路をみると、現状では、約 6 割が福祉施設に入所して

おり、企業に就職する者の割合は約2割という状況にある。 

○ 卒業後の職業生活、地域生活への円滑な移行を図るために、在学中から関係機関

等と連携して一人ひとりのニーズに応じた支援を行うための個別の教育支援計画の

策定が進められており、計画の策定段階から地域のネットワークづくりや連携が図

られ始めている。 

 

7. 地方自治体 

○ 都道府県・市町村の独自の施策として、障害者就業・生活支援センターに類似し

た機能を有する就労支援センターをより小さな地域単位で設置したり、ジョブコー

チ的な人材の育成を図るなど、地域の実情を踏まえた取組を行っている地方自治体

が増えている。 

 

 

第2. 就労支援を担う人材の育成の現状 

 

1. 就労支援を担う人材の育成 

○ 就労支援を担う人材の育成については、国の施策として、高齢・障害者雇用支援

機構（障害者職業総合センター）において取り組むとともに、ジョブコーチ（職場

適応援助者）の養成については、民間機関においても実施されている。 

○ 障害者職業総合センターにおいては、職業リハビリテーションの専門的な知識を

有する人材を育成するため、機構職員である障害者職業カウンセラーの養成・研修

及び福祉、医療・保健、教育等の関係職員を対象とした職種別・課題別の専門的・

技術的研修（ジョブコーチ養成研修を含む。）を実施している。 

 また、地域障害者職業センターにおいても、ジョブコーチ養成研修を行うととも

に、地域の職業リハビリテーションネットワークの育成を図るため、職業リハビリ

テーションに関する基礎的知識を提供する基礎講座、就労支援に関する情報交換や

意見交換を行うフォーラムを実施している。さらに、地域の関係機関や企業に対す

る日常的な支援として、ケース会議を通じた支援ノウハウの提供、関係機関が主催

する研修会への講師の派遣等を行っている。 

○ 就労支援に関する研修ニーズが高まる中、就労支援担当者等を対象とした研修や

セミナー等に取り組む地方自治体や民間機関が増えつつある。 
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2. ジョブコーチ（職場適応援助者）の育成 

○ ジョブコーチ養成研修（職場適応援助者養成研修）については、平成14年のジョ

ブコーチ事業の創設以降、高齢・障害者雇用支援機構において実施してきたところ

である。 

○ 平成17年の障害者雇用促進法の改正により、ジョブコーチ助成金（職場適応援助

者助成金）を創設したことに伴い、民間機関のノウハウを活用してジョブコーチの

裾野を広げることとし、助成金の支給対象となるジョブコーチ養成研修について、

厚生労働大臣が定める仕組みを創設した。 

○ 厚生労働大臣が定める基準に基づき指定された研修は、平成19年4月現在、第1

号ジョブコーチ養成研修、第2号ジョブコーチ養成研修ともに3機関となっており、

いずれも、これまで就労支援を担う人材の育成に関わってきた民間機関が、蓄積し

たノウハウを活かしてジョブコーチ養成研修の実施に取り組んでいる。 

 

 

Ⅱ 参集者からの報告、関係者からのヒアリング 

 

本研究会においては、雇用、福祉、教育等の各分野の就労支援の現状及び課題、就労支

援を担う人材の育成の現状及び課題を把握し、今後の支援策の在り方の検討に資するため、

参集者からの報告及び関係者からのヒアリングを行った。 

各報告及びヒアリングの概要は、別添のとおりである。 

 

 

Ⅲ 福祉、教育等との連携による障害者の就労支援策の今後の在り方 

 

第1. 地域の就労支援のネットワークの構築 

 

1. ネットワークの意義・目的 

○ 障害者の就労意欲が高まっている中で、障害者一人ひとりの希望に応じた就職を

実現し、働く障害者を支えていくためには、雇用、福祉、教育等の各分野の連携が

不可欠であり、各支援機関の役割分担の下、個々の障害者のニーズに対応した長期

的な支援を総合的に行うためのネットワークを、障害保健福祉圏域等の障害者にと

って利用しやすい身近な地域ごとに構築することが必要である。 

○ 地域のネットワークを構築することによって、障害者にとってはライフステージ

を通じて適切な支援が受けられること、どの機関を利用しても必要な支援に結びつ

くこと、支援者にとっては各分野の強みを活かして効果的な役割分担が可能になる

こと等、その意義や必要性を関係者があらためて認識することが必要である。 

○ 連携による就労支援が効果的に行われている地域においては、熱心に就労支援に

取り組む機関が中心となり、様々な個別ケースについて地域の支援機関と緊密に連

携しながら、役割に応じて支援を分担するなどネットワークが構築されている。一

方で、地域における支援機関の量や就労支援の質の格差が大きいことや、役割分担
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や連携が不十分である地域があることなど、ネットワークが十分に構築されていな

い場合も多い。 

○ 一般雇用にも短時間勤務や在宅勤務等の多様な就業形態があること、また、離職

したが一般雇用への再チャレンジを希望する者、加齢に伴い体力等が低下し福祉へ

の円滑な移行を希望する者等、就労支援に対するニーズは様々であることから、ネ

ットワークにおいてこうした個々の希望やニーズを的確に把握し、適切な支援につ

なぐことが必要である。            

特に、障害者が安心して一般雇用に移行できるようにするためには、福祉・教育

から雇用への流れだけではなく、体力等が低下し雇用先の企業や支援機関からの支

援を受けても継続して就労することが難しくなった障害者を受け入れるような、雇

用から福祉への流れを確立することも必要であり、そのためにもネットワークは重

要になる。 

 

2. 就労支援のネットワークを構築するために 

（就労支援を直接担う機関） 

○ 障害者の就労支援を直接担う地域のネットワークには、障害者にとって利用しや

すい一番身近な地域の支援機関として、ハローワーク（公共職業安定所）、障害者就

業・生活支援センター、就労移行支援事業者、特別支援学校が参画することが必要

である。 

○ このような地域のネットワークは、障害者の身近に設置されている支援機関が中

心となって構成されるものであるが、地域障害者職業センター、障害者職業能力開

発校等の職業能力開発施設、発達障害者支援センター等の都道府県レベルで設置さ

れる機関も、その役割やノウハウに基づきより専門的な支援を直接担うという面か

ら、地域のネットワークの一員として機能を発揮することが必要である。 

 

（地域のネットワークを支える機関） 

○ 都道府県レベルにおいては、都道府県労働局、都道府県の労働・福祉部局、都道

府県教育委員会、地域障害者職業センターが、地域のネットワークを支える機関と

して、相互の連携を密接に図りつつ、地域の支援機関の育成や、地域の支援機関の

みでは対応が難しい問題への対処等の支援を行うなど、その役割を果たすことが必

要である。 

 

（個々の支援ニーズや地域の実情を踏まえたネットワークの構成） 

○ 精神障害者や発達障害者、難病者等の中には、ハローワークや障害者就業･生活支

援センター等の障害者の就労支援を行っている機関を利用していないものの就労支

援ニーズをもつ者が少なからず存在している。そうした就労支援ニーズを持つ障害

者がどこに存在するのかを的確に捉え、関係機関が有機的に連携して支援を行うた

めに、必要に応じて保健・医療機関、当事者団体、事業主団体、さらには特別支援

学校以外の学校等もネットワークに参画することが重要である。 

○ 地域における支援機関の量や就労支援の質の格差が大きいこと、大都市圏には特
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例子会社が集積していること等、地域の実情に応じて、就労支援の実力や必要な支

援内容が異なることから、地域ごとに、各機関の強みを活かした効果的な役割分担

やネットワークの構成を検討することが重要である。 

 

（企業に対する支援） 

○ 障害者が充実した職業生活を送るためには、障害者を雇用する企業自身が、障害

者の持つ能力を十分に発揮できるような職場環境をつくることが重要である。その

ためには、障害者の職場の上司や同僚が障害者に対する理解や支援ノウハウを身に

つけ、障害者に対してナチュラルサポート（注：職場の上司や同僚などの職場内の通常の（自然

な）体制の中で、障害者が安定して就労を継続できるよう支えること）ができるようになることが必

要である。 

 ネットワークの中で、障害者雇用の経験が少ない企業に対して、企業自身が障害

者の雇用管理ノウハウを身につけられるよう支援を行うとともに、企業単独でのサ

ポートが難しい場合には、そのニーズに応じて障害者及び企業を支援することが必

要である。 

 

3. 地域において就労支援のネットワークを効果的に機能させるために 

（就労支援の質の確保） 

○ ネットワークを効果的に機能させるためには、地域のネットワークを構成する各

分野の支援機関が互いの役割・機能を認識し、「顔の見える関係」を形成してネット

ワークを支えるとともに、就労支援を担う人材を育成してその専門性を高め、地域

全体の就労支援の質を底上げすることが不可欠である。 

○ 地域の支援機関のみでは対応が難しい問題への対処やより良質なサービスの提供

ができるように、全国及び都道府県レベルにおいては、新たな支援技法の開発や支

援ノウハウの提供等の面で技術的にバックアップする機能が必要である。 

 

（支援の調整） 

○ 障害者のライフステージや希望・ニーズに応じた支援を関係機関がネットワーク

を構築して一貫して行うためには、各機関が地域の実情に応じて役割を分担すると

ともに、支援がとぎれないよう、どの支援機関がどのタイミングで支援を行うのか、

支援の各ステージで中心的な役割を果たす機関とそれを支える機関はどの機関とす

るか等の支援全体の調整が重要である。 

○ 障害者が最初に支援を求める機関によって、その後の方向性が決まってしまう傾

向があり、適切なサービスを選択できない場合が多い。本人の希望やニーズに応じ

た支援につなぐことができるよう、雇用、福祉の両分野において提供される就労支

援サービスについて、例えば合同相談日を設けるなど、一括して相談できるワンス

トップ的な機能が必要である。 

 

（地方自治体による取組の促進） 

○ 就労移行支援事業者等の支援機関の量・質には地域間格差が大きいことから、都
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道府県・市町村においては、国の施策と相まって地域の実情に応じて創意工夫によ

るきめ細かな施策を講じることが必要である。 

○ また、地域のニーズ等により地方自治体が単独施策として設置している支援機関

においても、その役割や機能に応じて、ネットワークの一員として参画することが

重要である。 

○ さらに、都道府県や市町村は、地域の支援の体制及び連携等に関する協議を行う

場として自立支援協議会を設置することとされており、同協議会の就労部会等を活

用して、就労移行支援事業者やハローワーク等の関係機関の連携を一層進めていく

ことが重要である。 

○ 都道府県・市町村は、地域の住民や企業、支援関係者等に対して障害者雇用に関

する理解と関心を深めるよう意識啓発に努めるとともに、障害者が一般雇用へ向け

て経験を積む「チャレンジ雇用」を積極的に推進・拡大することも重要である。 

 

4. 連携による就労支援のための共通理解の促進 

（ネットワークの目的・目標の共有化） 

○ 雇用、福祉、教育等の各分野の支援機関が持つ目的や目標、価値観等は、それぞ

れ固有のものがあるものの、障害者の就労という同じ目的に対しては、各機関が共

通の認識を持ち、方向性を揃えて、各地域で計画的に取り組むことが必要である。 

○ ネットワークの中で各機関が期待される役割を全うするためには、地域における

障害福祉計画に盛り込まれているような、就労移行支援事業、障害者委託訓練、ト

ライアル雇用、ジョブコーチ支援等の支援策の量について、地域全体の就労支援の

目標を共有することが必要である。また、こうした目標の進捗・達成状況について、

ネットワークの中で集約し、未達成の場合は取組の見直しを検討するなど、お互い

にその状況を把握することが重要である。 

○ 自立支援協議会をはじめ、各分野それぞれの観点から関係機関を招集する会議が

増加しているが、このような会議の効率的な開催を工夫しつつ、会議を利用して関

係機関の相互理解や情報の共有化を図ることとともに、関係機関の役割を明確にし、

担当者が交替しても組織として継続的に支援が実施されるようにすることが重要で

ある。 

 

（福祉、教育機関等への働きかけ） 

○ ネットワークによる就労支援を効果的に実施するためには、就労支援に関する情

報やノウハウを蓄積している労働関係機関から福祉、教育関係機関等に対して積極

的に働きかけ、就労に関する共通理解を醸成することが重要である。 

○ また、障害者本人、保護者等に対しても、職業的自立や一般雇用に関する理解を

深める観点から、より積極的に働きかけることが重要である。特に保護者は、障害

者を支える一番身近な支援者であり、障害者本人が就労するために身につけておく

べき能力・心構えに関する知識を持つことや、支援機関が行う支援内容等を理解し

ておくことが望まれ、ＰＴＡの研修会等を通じた学齢期の早い段階からの働きかけ

が有効である。 
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（情報及び支援ツールの共有化） 

○ ネットワークの支援機関の間の共通理解を促進し、雇用、福祉、教育等の各分野

の連携による支援を効果的に進めるため、支援に当たって必要な情報や支援ツール

（個別の支援計画等）を共有できるようにすることが重要である。 

 

 

第2. 地域における各分野の就労支援機関の役割と今後の在り方 

 

障害者の希望・ニーズに応じた支援を、地域のネットワークの関係機関が効果的な

役割分担の下で連携して行うためには、就労支援を直接担う機関がそれぞれ果たすべ

き役割やネットワークの中での位置づけを明確にするとともに、各機関それぞれの就

労支援の質の確保及び向上を図っていくことが重要である。 

 

1. ハローワーク（公共職業安定所） 

○ ハローワーク（公共職業安定所）は、全国の各地域に設置されている第一線の労

働行政機関として、障害者に対して広く職業相談・職業紹介等の支援を提供すると

ともに、企業に対して法定雇用率の達成に向けた指導及び支援を行うことを通じ、

障害者の雇用機会の確保というセーフティネット機能を十分に発揮すべきである。 

 また、職業紹介と企業指導を一体的に実施するといった行政機関としての強みを

発揮し、就労支援のプロセスの中でも特に重要なマッチングを担う機関として、ネ

ットワークの構築に中核的な役割を果たすべきである。 

○ ハローワークにおいては、知的障害者、精神障害者等のきめ細かな支援を必要と

する求職者が急速に増加しており、このような求職者に対する就職支援については、

日常生活面や社会生活面の課題への対応、就職活動段階の前後に当たる就職準備段

階や職場定着段階における課題への対応等、ハローワークのみによる支援では支援

が完結せず、地域障害者職業センター、障害者就業・生活支援センター、就労移行

支援事業者等と連携して、はじめて十分な支援を行うことができるケースが増えて

きている。 

 このような中で、福祉施設の利用者等の一般雇用への移行に関しては、平成17年

度から、ハローワークが中心となり、地域の支援機関と連携してきめ細かな個別支

援を行う「チーム支援」を、10カ所のハローワークにおいてモデル的に実施し、一

定の成果を上げてきたところであり、この成果を踏まえて、平成19年度からは、全

国のハローワークにおいて「チーム支援」を展開しているところである。 

 今後は、福祉施設の利用者や特別支援学校の卒業（予定）者をはじめ、きめ細か

な支援を必要とする求職者の就職支援をより効果的に行うために、「チーム支援」を

ハローワーク業務の一環として明確に位置づけ、各ハローワークにおいては、地域

の関係行政機関や支援機関への積極的な働きかけを通じて「顔の見える関係」をつ

くり、各機関の得意分野を活かした役割分担によって、「チーム支援」を着実に展開

することが重要である。 

 また、こうした地域の関係行政機関や支援機関と緊密に連携した個別支援を行っ
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ていくためには、地域の支援機関等の機能に応じた役割の調整を行い、一貫した効

果的な支援とすることができるよう、支援機関等に対するコーディネート力を高め

ることが必要である。 

○ 知的障害者、精神障害者等のよりきめ細かな支援を必要とする求職者の増加を踏

まえ、質の高い職業紹介を行うことが求められ、また、企業に対して法定雇用率達

成に向けた指導のみならず、雇入れに向けた支援等をきめ細かく行うことが必要と

なっている。 

 このため、職員研修の充実等を通じて障害者担当の専門性を高めるとともに、十

分な実施体制を確保することが必要である。 

○ さらに、障害者と企業のマッチングをより効果的に行っていくためには、トライ

アル雇用や障害者委託訓練等、高い効果を発揮している支援策の充実を図り、ハロ

ーワークにおいて積極的かつ効果的な活用を図ることも重要である。 

 

2. 地域障害者職業センター 

○ 地域障害者職業センターは、障害者雇用促進法に基づく中核的な職業リハビリテ

ーション機関として全都道府県に設置され、障害者職業総合センターを中心に全国

ネットワークを形成し、豊富な支援実績に基づくノウハウを集約して蓄積しており、

地域における就労支援の広がりの中で、その高度な専門性とノウハウの蓄積を活か

した業務の展開を図るべきである。 

○ 地域の支援機関による質の高い就労支援が、どの地域においても提供されるよう

にするためには、地域障害者職業センターにおいては、その専門性とノウハウを活

かして、今後は、 

① 地域において就労支援を担う専門的な人材の育成 

② 地域の支援機関に対する助言・援助 

の各業務を同センターの基幹業務の一つとして新たに位置づけ、これらの業務を本

格的に実施し、地域の就労支援力の底上げを図ることが必要である。 

○ また、地域の就労移行支援事業等の状況を踏まえつつ、これらの支援機関との役

割分担を明確にし、地域障害者職業センターにおいては、就職等の困難性の高い障

害者（精神障害者、発達障害者、難病者等）に対する専門的支援を自ら実施するこ

ととすべきである。 

 さらに、地域障害者職業センターは、医療機関等の専門機関からサポートを得な

がら行う支援、地域の支援機関と連携し共同で行う支援、地域の支援機関が行う支

援に対して専門的支援でサポートする等の様々な連携方法の下、障害者に対する支

援を行っていくべきである。 

○ ハローワークが行う企業に対する指導や支援と連携し、その専門的ノウハウを活

かして、企業に対して職務分析や職務開発等の専門的かつ雇入れに向けた具体的な

提案を行うなど、企業の法定雇用率達成に向けた取組に対して、積極的に支援を行

うことも重要である。 

○ このような地域障害者職業センターの業務の新たな方向性を踏まえ、その実施体

制の充実を図るとともに、障害者職業カウンセラーの資質の一層の向上を図ること
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が必要である。 

また、新たな業務展開に当たっては、障害者職業総合センターが有している人材

育成、支援技法等に関するノウハウの蓄積や調査研究の成果を十分に活かしていく

ことが重要である。 

 

3. 障害者就業・生活支援センター 

○ 障害者就業・生活支援センターは、福祉、教育から雇用への円滑な移行を促進す

るとともに、職業生活の継続を支えるため、雇用、福祉、教育等の関係機関との連

携の下、就職に向けての支援や仕事を続けていくための支援を日常生活面や社会生

活面も含めて行う身近な地域の職業リハビリテーション機関として、着実に実績を

あげている。 

 障害者自立支援法に基づく新たなサービス体系の下で、就労移行支援事業者が就

労移行支援に取り組むようになっても、障害者就業・生活支援センターの就職支援

に関して果たす役割のウェイトが小さくなるわけではなく、地域の障害者を広く支

援の対象とすること、就職の前後を問わず随時必要な支援を生活面も含めて行うこ

と等、就職支援において幅広い役割を果たすことが期待されており、就労移行支援

事業者を含む地域の関係機関と連携しながら、相談から就職準備、職場定着に至る

まで、個々の障害者に必要な支援をコーディネートする役割が求められる。 

○ このような役割をもつ障害者就業・生活支援センターは、地域のネットワークの

一員として不可欠な存在であり、各地域において連携による就労支援が効果的に行

われるようにするためには、すべての障害保健福祉圏域への設置を、計画的かつ早

急に進めることが必要である。 

 このことは、本年2月に政府が決定した「成長力底上げ戦略」（基本構想）におい

ても、その柱の一つである「就労支援戦略」の中の重点戦略として位置づけられて

いるところである。 

○ 障害者就業・生活支援センターの設置箇所数が順次増加していく中で、各センタ

ーが提供するサービスの質について、一定の水準を確保し、向上を図っていく必要

があり、様々なニーズを有する障害者に対して、必要な支援をコーディネートする

機能を十分に発揮していくためには、専門性の高い人材の育成・確保を図ることが

重要である。 

 このような支援の質を確保していくためには、コーディネート機能を担う専門性

の高い人材をより安定的に確保することができるよう、国からの事業の委託の在り

方を見直すとともに、支援担当者のスキルアップを図るための研修機会が体系的に

提供されるよう、研修の充実を図ることが必要である。 

 また、都道府県等の地域単位で、障害者就業・生活支援センター同士が日常的な

相互交流を活発に行うこと等により、より実践的なノウハウの共有を図ることも有

効であると考えられる。 

○ 平成14年に障害者就業・生活支援センターが制度化されて以来、各センターが地

域において着実に実績を積み重ねてきた中で、センターの支援により就職を実現し

た利用者をはじめ、多様な支援ニーズを有する利用者が増え続けているセンターが
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出てきており、このようなセンターにおいては、現行の全センター一律の人員体制

のままでは、センターとしての機能を十分に発揮することが困難な状況となってい

る。このため、今後は、地域のニーズ及び支援実績等を勘案し、各センターの実情

に応じて実施体制の充実を図ることが必要である。 

 これにあわせて、就職者の増加に伴い、継続的な支援が必要な在職者が年々増大

していることを踏まえ、定着支援において障害者就業・生活支援センターが果たし

ている役割について、センターの業務としてあらためて明確に位置づけるとともに、

日常的な相談・支援を通じて不適応や離職の発生を未然に回避することができるよ

う、定着支援機能の強化を図ることが重要である。 

○ 障害者就業・生活支援センターが、一般雇用への移行の促進、雇用の継続、再チ

ャレンジ等、地域の障害者の様々なニーズに対応できるようにしていくためには、

障害者就業・生活支援センターを運営する法人において、 

① 就労移行支援事業の実施 

② 障害者委託訓練の受託・実施 

③ 第1号ジョブコーチの配置 

等の複合的な取組を積極的に進めることも、重要である。 

 

4. 障害者雇用支援センター 

○ 障害者雇用支援センターは、就職が特に困難な知的障害者等を就職に結びつける

ための長期的な職業準備訓練（施設内での訓練及び事業所での職場実習）の場とし

て、全国14カ所に設置され、それぞれの地域における就労支援に大きな役割を果た

し、実績をあげてきたところである。 

○ しかしながら、障害者自立支援法の施行により、目的・機能が障害者雇用支援セ

ンターときわめて類似している就労移行支援事業が創設され、同事業が全国的に展

開されつつあることから、障害者雇用支援センターの制度的な位置づけを見直す必

要が生じている。 

具体的には、地域の実情を踏まえつつ、就労移行支援事業に移行し、これまで先

駆的に蓄積してきた訓練ノウハウや地域において果たしてきた機能を継承すること

が適当であると考えられる。 

 

5. 就労移行支援事業者 

○ 就労移行支援事業においては、一般雇用への移行を希望する障害者に対して、就

労移行支援事業所内での作業訓練や職場実習を通じて、一般雇用に必要な知識の習

得及び能力の向上を一定期間にわたって計画的に行い、企業に送り出す役割が求め

られている。 

 今後、福祉から雇用への移行支援を担う地域の社会資源として、全国の各地域に

早期に整備されることが重要である。 

 また、障害の種類にかかわらず受入れ・支援が可能となったことから、地域のニ

ーズを踏まえつつ、これまで対象としていなかった障害にも対応できるよう努める

ことが期待される。 
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○ このような中において、企業への就職を意識した活動を従前から展開し、支援ノ

ウハウを蓄積している事業者がある一方で、新たに就労移行支援に取り組む事業者

が相当数見込まれており、各事業者が支援の質を確保し、就職に結びつく良質なサ

ービスを提供することが必要である。そのためには、 

① サービス管理責任者や就労支援員の就労支援に関する専門性の向上 

② 企業ＯＢ等の実務経験者の活用 

等を進めることが重要である。 

 また、事業者が行う就労支援に対して、就労支援のノウハウを有する地域障害者

職業センターが、技術的・専門的な観点から助言・援助を行うことも有効であると

考えられる。 

一般雇用を希望する障害者が主体的に利用するサービスを選択できるよう、提供

する支援の内容や実績に関する情報を自ら公開していくことも重要である。 

○ 利用者の訓練終了後の就職を円滑に進めるためには、早い段階から、ハローワー

ク、障害者就業・生活支援センター、地域障害者職業センター等の労働関係機関と

の連携を図ることが重要である。 

 さらに、職務との的確なマッチングや職場適応の支援力を高める上で、就労移行

支援事業を行う法人において、第1号ジョブコーチの配置を行うことも有効である。 

就労移行支援事業における定着支援は、就職後 6 ヵ月以上行うこととされている

が、継続的な支援や一定期間のフォローアップが必要な場合には、障害者就業・生

活支援センター、就労移行支援事業者等の支援機関が、ネットワークの中で個々の

ケースに応じて役割分担をしつつ、連携してサポートしていくことが重要である。 

○ 就労移行支援事業を利用し一度は就職したものの離職に至った障害者が、再び同

事業を利用して再就職を目指すことを希望する場合には、定員外での受入れに係る

弾力的な取扱いを活用したり、障害者委託訓練の活用を図るなどして、再チャレン

ジの場として再就職に向けた支援を行うことが求められる。 

 

6. 特別支援学校 

○ 特別支援学校は、教育機関であるだけでなく、就労支援のネットワークの中で、

障害者本人にとっての最初のガイダンス機関として位置づけられ、その役割はきわ

めて重要である。 

○ 障害者が主体的に将来の進路を選択することができるよう、早い段階から本人の

特性や進路希望等を的確に把握し、卒業後に就労移行支援事業での訓練や職業能力

開発校での職業訓練等を経て就職を目指すという選択肢を含め、必要な情報提供を

行いつつ、進路指導を行っていく必要がある。 

○ 障害者が企業で働くことを主体的に希望・選択できるようにするには、進路決定

に影響力をもつ保護者に対して、一般雇用に関する理解を高め、不安感を取り除き、

安心感の醸成を図ることが重要である。 

 このため、特別支援学校においては、ハローワーク等の関係機関との連携の下、

保護者に対して、卒業後の職業生活、地域生活等に関する情報を提供するなど、一

般雇用に関する理解を深める機会を提供し、障害者が働くことを支える体制をつく

 - 13 -



 

っていくことが重要である。 

○ 特別支援学校においては、学校卒業後の成人期における職業生活の充実に向けて、

その基礎となる職業教育の充実、指導内容・方法の改善、職場実習の拡充等を、地

域の関係機関と連携しながら進めることが必要である。また、進路指導担当教員の

専門性の向上や進路指導体制の充実を図ることも重要である。 

 そのため、 

① 進路指導担当教員等の就労支援に関する知識・ノウハウの習得機会の提供 

② 就労支援（進路指導）を担当する専任教員の配置 

③ 障害者雇用の経験豊富な企業の人材の職業教育への活用 

等を進めることが重要である。 

 また、職業教育や進路指導の充実を図るためには、進路指導担当教員だけではな

く、学校全体で職業教育等の重要性について認識を共有し、取り組むことが重要で

ある。特に、特別支援教育コーディネーターは、校内調整や外部の関係機関との連

絡調整、保護者からの相談窓口等の役割を担うことから、就労支援に関する基本的

な知識、情報を共有することが望まれる。 

○ 学校卒業後も継続して必要な支援が受けられるよう、「個別の教育支援計画」の策

定段階から関係機関との連携を図り、卒業後の支援体制の構築につなげていくこと

が重要である。 

 特に、居住地の市町村とは異なる区域の特別支援学校に在学する障害者が少なく

ないことから、特別支援学校においては、障害者の居住市町村及びネットワークと

の連絡を密にし連携を図ることが重要である。 

○ 高等学校等においても、発達障害を含む障害者に対する職業教育や進路指導を充

実するため、特別支援学校における地域の特別支援教育のセンター的機能を活用す

るなどして、個々の生徒の障害の状態等に応じた適切な指導を行うことが重要であ

る。 

 

7. 発達障害者支援センター、難病相談・支援センター 

○ 発達障害者支援センターは、発達障害者やその家族等に対する相談支援、発達支

援及び就労支援、関係機関への情報提供や研修等を行う機関として各都道府県・指

定都市に整備されつつある。 

 また、難病相談・支援センターは、難病者やその家族等に対する療養上・生活上

の相談、各種公的手続等の支援、生活情報の提供等、難病者への総合的な相談・支

援を行う機関として、各都道府県に整備されつつある。 

○ 医療面、生活面も含めた総合的な支援を必要とする発達障害者、難病者等につい

ては、その専門支援機関である発達障害者支援センター、難病相談・支援センター

も、就労支援のネットワークにおいて、その一員として機能を発揮することが重要

である。 

○ 就労を希望する発達障害者の支援に当たっては、発達障害者支援センターに就労

支援を担当する職員が配置されていることを踏まえ、当該職員が就労支援に関する

基本的な知識・ノウハウについて学ぶ機会が提供される必要がある。 
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 また、難病相談・支援センターには、就労支援専任の職員は配置されていないも

のの、就労支援に関する基本的な知識を有することが望ましく、職員研修のカリキ

ュラムに就労支援に関する内容が盛り込まれることが重要である。 

 

 

第3. 就労支援を担う人材の分野横断的な育成・確保の在り方 

 

1. 就労支援を担う人材の育成・確保 

（人材育成の必要性） 

○ 就労支援の強化が求められる中で、就労支援の知識・ノウハウを習得するための

基礎的な研修やスキルアップの機会等が不足しており、支援の担い手の育成と専門

性の確保が追いついていないことから、人材育成の取組を強化することが不可欠で

ある。 

○ 人材の育成に当たっては、就労支援の裾野を広げるための育成と、専門性を高め

るための育成の双方を進めることが必要であり、そのためには、専門的支援を行う

ジョブコーチを含め、就労支援を担う人材に必要なスキル・能力をレベルごとに明

確化するとともに、育成方法についても体系化することが重要である。 

○ 人材育成方策の具体化に当たっては、必要な知識・スキル等の能力要件、研修カ

リキュラム、一定の資質・水準を確保するための能力評価の仕組み等について、今

後、幅広い見地から検討していくことが必要である。 

 

（レベルに応じた段階的な育成） 

○ 就労支援に必要なスキル・能力のレベルは、求められる役割や専門性の水準、ス

テップアップ等を考慮すると、概ね次のように整理できると考えられる。 

・ 初級レベル：上級者の指示の下、上級者の策定する支援計画に基づき、基本的

な就労支援業務を行えるレベル 

・ 中級レベル：アセスメントや支援計画の策定、関係機関との調整等を自らでき

るレベル 

・ 上級レベル：専門知識と豊富な実践経験に基づき、就労支援業務について担当

者を指導（スーパーバイズ）するとともに、地域のネットワークを

踏まえた就労支援業務をマネジメントできるレベル 

なお、これらには、障害者への支援に係るスキルだけではなく、ジョブコーチが

行うような企業への支援に係るスキルも含まれる。 

○ 質の高い人材を確保するためには、キャリア形成に配慮しつつ、上記のような就

労支援に必要なスキル・能力のレベルに応じた段階的な育成を図ることが重要であ

り、将来的には、専門職として社会に認知されるような制度を検討することも必要

である。 

 

（育成の視点） 

○ 研修の企画・実施に当たっては、座学だけではなく、ケーススタディ等の演習や
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就労支援の現場での実習等を取り入れ、実践的なノウハウを学べるようにすること

が重要である。 

○ 障害者の支援に携わる者の多くは企業で働いた経験がないために、一般雇用に関

する理解が十分でないことが多い。このため、特例子会社など障害者雇用の経験豊

富な企業の積極的な活用を図り（企業人材の活用、研修における企業の現場の活用

等）、企業風土の理解や支援ノウハウの習得を図ることも有効である。 

○ 障害のある従業員を支えるためには、外部機関の支援を活用することも有効であ

るが、ナチュラルサポートという観点から、企業自身が恒常的にサポートする力を

つけることが必要である。職場で教育・指導に当たる立場の人材が、障害特性に関

する知識、雇用管理ノウハウを習得することが重要である。 

○ 就労支援に関する基本的な知識・ノウハウについて体系的に学べるテキストは限

られていることから、例えば、障害者職業総合センターが作成してきたテキスト等

を活用し、職業リハビリテーションに関する基本テキストとして普及を図ることも、

有効であると考えられる。 

 

（育成の担い手） 

○ 全国各地で研修の機会が求められていることから、全国的なネットワークとノウ

ハウを有する高齢・障害者雇用支援機構が、障害者職業総合センターや地域障害者

職業センターを拠点として、率先して専門的な人材の育成に取り組むことが必要で

ある。 

○ 地域によっては、地方自治体やノウハウを有する民間機関が、ジョブコーチや就

労支援担当者等を対象とした研修やセミナー等を企画・実施しており、就労支援を

担う人材の裾野を広げる上で、こうした取組を進めることは重要である。 

また、地方自治体や民間機関によるこうした取組をより効果的に推進していくた

めには、必要に応じて、高齢・障害者雇用支援機構が講師の派遣やノウハウの提供

を行うなど、研修等に取り組む機関と連携・協力することも有効であると考えられ

る。 

 

（大学等における取組への期待） 

○ 生活支援を含む支援の様々な場面において、障害者の支援に携わる者が「一般雇

用」を意識して支援に当たることは、一般雇用を希望する障害者がその実現の可能

性を高めていくためにも、重要であることから、福祉系人材や教員を輩出する大学

の課程や、社会福祉士等の福祉分野の専門資格の取得に必要なカリキュラム等にお

いて、職業リハビリテーションに関する講座や内容が盛り込まれることが重要であ

る。 

○ また、大学において、地域の就労支援担当者を対象とした公開講座の一つとして、

就労支援に関する専門講座を開講することも有効であり、こうした取組が広がって

いくことが重要である。 
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2. ジョブコーチ（職場適応援助者）の育成・確保 

（ジョブコーチの育成の必要性） 

○ ジョブコーチ（職場適応援助者）は、直接職場に出向いて、障害者及び事業主双

方に対し、仕事の進め方やコミュニケーション等の職場で生じる様々な課題や職場

の状況に応じて、課題の改善を図るための支援を一定期間で集中的に行っている。

このようなジョブコーチ支援は、障害者の円滑な就職と職場への適応を進める上で、

きわめて有効な方策である。 

○ 地域の支援機関が就労支援の力をつけ、連携による支援を効果的に進めるために

は、支援機関と雇用の現場をつなぐ重要な役割を担うジョブコーチの育成と専門性

の確保が重要である。 

 ジョブコーチ支援のスキルの習得に対するニーズは相当に高く、全国各地で養成

研修が受けられる体制をつくることが求められるが、あわせて、養成研修について

は一定の水準を確保することも重要であり、養成研修の指定基準を明確にするとと

もに、基準を踏まえた的確な運用が求められる。 

 

（育成の視点） 

○ ジョブコーチとしての支援力を身につけるには、養成研修の受講だけでは十分と

言えず、研修受講後も、地域障害者職業センター、障害者就業・生活支援センター、

就労移行支援事業者等の組織的に就労支援に取り組む機関において就労支援に携わ

りながら、実践経験の豊富なジョブコーチとのペア支援によるＯＪＴ、経験の積み

重ね、ケーススタディ等を通じて、様々な課題に対応できる力をつけていくことが

必要である。 

 さらに、アセスメントや支援計画の策定、経験の少ないジョブコーチへの支援技

術の伝授、指導（スーパーバイズ）をできるようになることが求められ、そのため

のスキルアップを図る仕組みを検討することが必要である。 

○ 実践経験の豊富な高いスキルを有するジョブコーチを配置・活用する方策の検討

に当たっては、職場適応援助者助成金制度の在り方と絡めて検討することが必要で

ある。 

 

（所属する機関の特性を活かした効果的な支援の実施） 

○ ジョブコーチは、地域障害者職業センターの配置型ジョブコーチ、障害者の就労

支援を行う社会福祉法人やＮＰＯ法人等が配置する第 1 号ジョブコーチ、企業が配

置する第 2 号ジョブコーチと、その配置先によって 3 種類に分類されているが、そ

れぞれの所属する機関の特性を活かした効果的な支援を行うことが求められる。 

○ 配置型ジョブコーチについては、就職等の困難性の高い障害者（精神障害者、発

達障害者、難病者等）に対する専門的な支援を担うとともに、第 1 号ジョブコーチ

を幅広く育成していく中で、ペア支援等を通じた第 1 号ジョブコーチの支援のスキ

ルアップにそのノウハウが活用されるべきである。 

第 1 号ジョブコーチについては、主として、障害者本人をよく理解している身近

な支援者としての支援を行うことや、所属する機関が得意とする分野（障害の種類
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等）のノウハウを活かした支援を担うことが期待される。 

障害者雇用の経験豊富な企業においては、自社の職場環境や職務内容、人間関係

等に精通する者を、第 2 号ジョブコーチとして積極的に配置・活用することが効果

的である。また、障害者雇用の経験やノウハウが少ない企業については、配置型ジ

ョブコーチ及び第 1 号ジョブコーチが支援ノウハウを伝え、企業自身でナチュラル

サポートができるように援助する必要がある。 

 

 

第4. 連携による就労支援を効果的に実施するための情報及び支援ツールの共有の在り方 

 

1. 社会資源情報の提供 

○ 一般雇用を希望する障害者や採用活動を行う企業等がニーズに応じて利用するサ

ービスを主体的に選択できるよう、雇用、福祉、教育等の各分野の地域の社会資源

の情報を、ハローワーク、地方自治体等が連携して広く提供する仕組みが必要であ

る。 

 例えば、ネットワークの支援機関が参集する自立支援協議会等の各種会議の場を

活用して、各分野の社会資源の情報を集約、提供する仕組みを検討することも考え

られる。 

○ 地域の社会資源の提供に当たっては、例えば、各機関の支援の内容・特長、連絡

先等をまとめた就労支援機関一覧や、それを地図上に整理した就労支援社会資源マ

ップのように、障害者や事業主、関係機関に分かりやすく伝える工夫が重要である。 

 

2. 支援に当たっての情報の共有 

○ 障害者一人ひとりのライフステージに応じて、連携による就労支援を効果的に実

施するためには、各機関が保有する対象障害者の特性、状態をはじめ、個別の支援

計画や支援記録、支援方法等の情報を支援機関同士やネットワークで共有すること

が不可欠である。 

○ こうした情報の共有の在り方については、個人情報保護の観点等も踏まえつつ調

査・研究を行い、その成果を踏まえ、情報の種類、伝達・共有の方法、伝達・共有

する際の留意事項等に関するガイドラインを具体的に示すこととすべきである。 

○ 情報の共有の在り方については、支援機関間で共有・伝達する方法と、障害者本

人が自身の支援記録として保有し、支援を受ける際に各支援機関に提示する方法が

考えられ、それぞれについて検討することが適当である。 

 

3. 支援ツールの整備 

（支援ツールの整備の必要性） 

○ 就労支援に関する様々なツールが、雇用、福祉、教育等の各分野でそれぞれ開発・

活用されている。こうしたツールの中には、教育から雇用、福祉から雇用へと支援

をつないでいくときやネットワークの中で連携して支援するときに、共有した方が

有効なツールがある。 
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○ こうした就労支援に関するツールについては、ツールの活用により把握した情報

も含めて、雇用、福祉、教育等の各分野の支援機関及び企業が連携して支援してい

く際に共有できるようにすることを意識して、開発・整備することが重要である。 

○ ツールの開発・整備に当たっては、本来の目的に反してツールのみが一人歩きす

ることがないように、目的、使い方、活用場面、活用する人材のスキル等について、

十分な検討を行うことが重要である。 

 

（個別の支援計画） 

○ 雇用、福祉、教育等の各分野でそれぞれ作成・活用している個別の支援計画につ

いては、一般雇用を希望する障害者が、教育から雇用へ、福祉から雇用へ移行して

いく中でとぎれない支援を行うために、支援機関同士あるいはネットワークの中で

確実につないでいくことが重要である。 

○ 個別の支援計画について、雇用、福祉、教育等の各分野における作成・活用状況

等の実態を踏まえつつ、支援計画に盛り込む事項等の標準化も含めて、調査・研究

を進めることが必要である。 

 

（就労移行支援のためのチェックリスト） 

○ 「就労移行支援のためのチェックリスト」は、就労移行支援事業者等において、

個別の支援計画の作成や訓練の効果の確認等に利用されており、訓練の終了段階か

ら労働関係機関と連携して、支援対象者の現状について情報を共有し、支援を行う

こととしている。 

○ 就労移行支援事業者における訓練等の場面のほか、特別支援学校における作業実

習・職場実習等の場面や、企業における雇用管理・能力開発等の場面においても、

障害者に対する教育・訓練等の効果を客観的に把握し、雇用、福祉、教育等の各分

野の支援機関及び企業が連携して支援していく上で共通に活用できるツールが求め

られている。今後、本チェックリストについては、アセスメント方法、内容、水準

等について、各分野が共通で利用できる部分の共有化を図るとともに、各分野の利

用場面に応じた内容を追加しながら、開発・整備していくことが必要である。 
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お わ り に 

 

○ 障害者の希望や適性に応じた就職を実現し、働く障害者を支えるためには、雇用、福

祉、教育等の分野の関係機関がそれぞれの機能に応じた役割分担の下で、障害者一人ひ

とりのニーズに応じた効果的な支援を行えるよう、各地域において、互いに「顔の見え

る関係」をつくって就労支援のネットワークを構築し、一貫した総合的な支援を提供で

きるような連携・協力関係を築くことが重要である。 

○ 本報告書では、こうした連携による支援が効果的に行われるよう、雇用分野だけでは

なく、福祉、教育等の分野の支援機関に対しても、障害者の働きたい、働き続けたいと

いう思いをかなえていくという観点からの提言を行ったところである。 

○ 本研究会には、事務局としての厚生労働省職業安定局高齢・障害者雇用対策部障害者

雇用対策課のほか、オブザーバーとして、社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課、職

業能力開発局能力開発課、文部科学省初等中等教育局特別支援教育課からも参画を得て

おり、今後も引き続き、関係部局がスクラムを組んで、連携による就労支援を確実に根

付かせていくことが重要である。 

○ また、就労支援を担う人材の育成方策、支援に当たっての情報の共有の在り方等、本

報告書において検討課題として示されたものについては、今後、具体的な検討を進めて

いくことが望まれる。 

○ 本研究会における報告を踏まえ、障害者一人ひとりがいきいきとした職業生活を送る

ことができるよう、雇用、福祉、教育等の連携による障害者の就労支援の基盤が質・量

ともに着実に整備されていくことを期待したい。 

 また、本報告書が、障害者の就労支援を推進する地域の関係部局及び関係機関の参考

資料として広く供され、地域の実情に応じた創意工夫による取組が進められることを願

ってやまない。 
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（別添） 

 

 参集者からの報告、関係者からのヒアリングの概要  

 

 

第1. 雇用、福祉、教育等の各分野の就労支援の現状と課題 

 

1. ハローワーク（渋谷公共職業安定所） 

○ 障害者の就労支援に当たっては、地域障害者職業センター等と連携するとともに、

必要に応じて障害者委託訓練やトライアル雇用を活用し就職に結びつけている。ま

た、採用面接の際に障害者に付き添う同行紹介を積極的に実施している。 

○ 企業に対しては、個別の雇用率達成指導だけでなく、雇用促進セミナー・就職面

接会の開催や特例子会社等の見学会、さらに面接会に出席する企業への事前ガイダ

ンス等の支援も指導と連動させて実施している。 

○ 職業紹介部門と雇用指導部門が同じスペースに配置されているという物理的なメ

リットを活かし、職業相談や企業指導時には両部門が一緒に対応して双方の情報を

リアルタイムで共有・提供し合うなど、就労支援及び企業指導を効果的に実施して

いる。 

○ ハローワークが中心となって地域の支援機関と連携しきめ細かな個別支援を行う

「地域障害者就労支援事業」（以下「地域事業」という。）を平成17～18年度にモデ

ル的に実施しており、支援対象者の就職等に一定の成果が得られたところである。

地域事業は、個々の障害者の状況に応じて関係機関から成る「就労支援チーム」を

結成して、就職に向けた準備から就職後のフォローまでの一連の支援を行うもので

あるが、特に地域の支援機関との連携・ネットワークづくりが重要なポイントであ

った。「就労支援チーム」のメンバーは固定的なものではなく、最初は本人・家族、

ハローワーク、福祉施設の小さな連携から始まり、支援を進める中で徐々にメンバ

ーが増えてネットワークが形成されていった。こうした連携・ネットワークづくり

のためには、就職ガイダンス・同行紹介等の支援を地域の支援機関と協力して一緒

に実施することが有効な取組であった。 

○ また、地域事業に先立ち、管内の福祉施設の状況を把握するために全施設に足を

運び、就労移行に向けた考え方や利用者の状況等の聞き取り調査を実施した。その

結果、約 6 割の施設で一般雇用への意識を持っていたが、福祉施設のマンパワー不

足や、訓練内容と企業が求める能力とのギャップがあるなど、今後、ハローワーク

からの働きかけが必要であると感じたところである。 

○ 効果的な就労支援を行うためには、地域の就労支援ネットワークを構築し、個々

の障害者のニーズや状況に応じた方法で支援を実施することが重要である。ネット

ワークをしっかり構築するには、ハローワークから福祉施設に足を運ぶなどの働き

かけを通じて関係を築いていくことが大事である。 
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2. 地域障害者職業センター（東京障害者職業センター） 

○ 地域障害者職業センターは、障害者支援業務、事業主支援業務、ジョブコーチの

養成を行うとともに、地域の支援機関や企業を対象として、職業リハビリテーショ

ンに関する基礎的知識を提供する基礎講座、就労支援に関する情報交換や意見交換

を行うフォーラムを実施している。 

○ 障害者に対しては、職業評価・職業指導、職業準備支援、職場適応指導等の支援

を行っており、平成 17 年 10 月からは新たに、精神障害者総合雇用支援として、う

つ病等の精神障害者の職場復帰支援（リワーク支援)を開始したところである。事業

主に対しては、採用計画から雇入れに係る具体的な援助、採用後のフォローまでの

体系的な支援を行っている。特に、東京及び大阪の 2 センターにおいては、大企業

からの障害者雇用に関するコンサルテーションのニーズが増えており、地域センタ

ーの全国ネットワークを活かして、本社での雇用だけでなく、地域の支店等も含め

た広域での雇用を進める企業への支援にも取り組んでいる。さらに、障害者・事業

主双方の支援としては、ジョブコーチ支援、リワーク支援（職場復帰のコーディネ

ートを含む。）等を行っている。 

○ 地域センターは、どの地域においても同じサービスを提供するものであるが、各

地域センターでは、地域のニーズや社会資源の整備状況等に応じて業務の重点事項

等を設定している。また、障害種類の重複化・多様化によって、個々の障害者の特

性に応じた専門的な支援が求められているとともに、障害者への支援だけでなく、

事業主や地域の関係機関等に対する支援も増加している。 

○ 他の支援機関と連携・協力して行う業務については、次のようなものがある。 

① 関係機関と連携した障害者に対する個別支援 

② 職業リハビリテーションに携わる機関のネットワークの形成 

③ 福祉、医療・保健、教育等の関係機関の職員に対する就労支援の基礎知識を習得

するための講習会等の実施 

○ 就労支援の経験が少ない機関からは、基礎知識や初歩的な支援技術の提供が求め

られ、また、経験豊富な機関からは、支援に対するスーパーバイズや中堅の支援担

当者のスキルアップのための研修等が求められている。 

○ こうした業務を担う障害者職業カウンセラーの養成については、キャリアに応じ

た体系的な研修を実施している。障害者に対する支援技法を習得したカウンセラー

については、地域の支援機関に対するスーパーバイズができるような能力を段階的

に付与しながら、関係機関に対して的確な支援や技術移転ができる人材としての育

成を図っている。 

 

 

3. 障害者就業・生活支援センター（加古川障害者就業･生活支援センター） 

○ 障害者就業･生活支援センターでは、障害者の状況を十分に把握した上で、就職支

援プログラムの策定、職場実習支援、就職支援、定着支援等を実施している。支援

で一番大切にしていることは、本人が希望する生き方、働き方を実現することであ

り、その希望に応じた支援となるよう、地域の関係機関と密接に連携を図り就業面
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と生活面の一体的な支援を行っている。 

○ センターの業務のベースは、関係機関と連携しながら支援を実施することである。

センターへの利用登録と同時にハローワークへの求職登録も行い、また、必要に応

じて地域障害者職業センターの職業評価等の支援を受けている。さらに、センター

においても職場実習の場面等でアセスメントを行い、障害特性の把握、適職の開拓

につなげている。特別支援学校との関係についても、進路相談の段階からセンター

に登録するなど、学校の進路指導に連携・協力をしている。定着支援についても職

場への定期的な巡回指導による問題の早期発見、立て直し等を行っている。地域の

関係機関との連携・ネットワークづくりについては、センターが主催する連絡会議

等を通じて、顔の見える関係を築いている。 

○ また、事業主に対する支援も行っており、障害者の特性や行動の理解、効果的な

意思伝達方法などの雇用管理に対する助言や援助等を実施している。 

○ センターにおいて、障害者の一般雇用への移行、雇用継続、再チャレンジ等の様々

なニーズに対応できるように、就労移行支援事業、障害者委託訓練、ジョブコーチ

支援等を行うことが有効である。 

○ 身近な地域で支援を行えるよう、障害者就業・生活支援センターを全ての障害保

健福祉圏域に早急に設置する必要がある。 

○ センターの実施体制は、全国一律に就業支援担当者 2 名と生活支援担当者 1 名の

計 3 名となっているが、センターでの支援により就職した利用者や多様な支援ニー

ズを有する利用者が増え続けているセンターも出てきており、実施体制の充実が望

まれる。また、センターは、直接支援のみならず、雇用・福祉・教育・医療・保健

等の各分野をつなぐコーディネート機能を果たしており、その機能を果たすために

は専門性の高い職員を配置することが必要であるが、現在の委託の仕組みや委託費

の額では、こうした職員を安定的に確保することが難しく、多くのセンターでは、

法人本体から補填を受けている状態である。 

○ さらに、センターが地域において期待される機能を発揮するためには、都道府県

労働局をはじめ、都道府県の労働関係部局及び福祉関係部局、さらには市町村の関

係部局が、センターの意義、指定や委託の仕組み、役割等を十分に理解するととも

に、その運営をバックアップする視点をもつことが重要である。 

 

 

4. 障害者雇用支援センター（滋賀県障害者雇用支援センター） 

○ 当センターは、平成7年度より業務を開始し、職業準備訓練、就職後の定着支援、

事業主に対する支援、ボランティアの育成等を行っている。訓練を終了した者の就

職や職場定着について、一定の成果を上げているところである。 

○ 職業準備訓練の段階では、施設内での訓練と事業所を活用した訓練を組み合わせ

て実施し、就職段階から職場定着の段階では、ジョブコーチ支援の利用や、障害者

就業・生活支援センター等の関係機関とネットワークを構築して支援を実施してい

る。今後は、雇用支援センターに障害者就業・生活支援センターを併設し、職業準

備訓練を実施するのが望ましいと考えている。 
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○ 実施体制については、標準の職員配置に加え、第 1 号ジョブコーチを配置すると

ともに、職員にＳＳＴの講習を受講させるなどして、職員一人ひとりの支援スキル

の向上を図っている。 

○ 障害者自立支援法に基づく就労移行支援事業が創設され、就労移行のための訓練

を行うこととなったことから、障害者雇用支援センターと就労移行支援事業の関係

について、機能や役割の整理をすることが必要ではないか。 

 

 

5. 就労移行支援事業者等 

（社会福祉法人電機神奈川福祉センター） 

○ 就労移行支援事業と併せて、市単独事業である「就労援助センター」事業を受託

し、就労を希望する障害者の相談・調整や在職者の定着支援を行っている。また、

当法人は、別途ＮＰＯ法人を設立して事業所に対する支援を実施するなど、障害者・

事業所に対する就労支援に特化した各種の事業を展開している。 

○ 就労移行支援事業における訓練の質の向上のための取組としては、施設職員に民

間企業経験者を採用してその知識やノウハウを活用することや、訓練内容が就職に

結びつく実践的なものとなるよう工夫を行っている。 

○ 就職後も長期的な支援を行うことが、障害者の雇用の促進を図る上で有効である

が、就労移行支援事業者が単独で長期的な支援を行っていくことは運営上難しい。

また、離職時の対応にはマンパワー的に非常に負担が大きいことから、離転職を繰

り返す障害者への支援には二の足を踏む状況になっている。 

 

（社会福祉法人桑友） 

○ 社会資源の少ない地域であり、当法人は精神障害者の「働きたい」という声に応

えるため、働く場所として就労継続支援事業（Ａ型）を実施するとともに、就労移

行支援事業所、障害者就業・生活支援センターを運営している。 

○ 就職に向けた訓練については、道の駅や地元の商店街といった地域の事業所を活

用して訓練を行うなど、実践的なものとなるよう工夫をしている。 

○ 地方においては、障害者就業･生活支援センターも含めて就労支援機関が少ないこ

とや就職先の確保が難しい等の課題が多い。こうした問題に対応するには、地域の

限られた社会資源を活用してネットワークをつくり上げていくことが重要であり、

各分野の支援機関に呼びかけているところ。 

○ 福祉分野の就労支援担当者には企業で働いた経験のない者が多い。また、大学の

社会福祉系の教育カリキュラムにも就労支援の現場での実習が非常に少なく、福祉

分野の人材は一般雇用や就労支援についてしっかりと学ぶ機会が必要である。 

 

（社会福祉法人樅の木福祉会） 

○ 地域での生活が可能な障害者でも入所施設を利用している状況があり、当施設で

は、就労支援担当者、生活支援担当者をそれぞれ配置して地域移行に向けた支援を

実施している。 
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○ 地域の医療・福祉機関等のネットワーク組織を設立して、その中に就労支援に関

する部門を設けて勉強会等を開くなどして、職員の就労支援に対する能力向上に向

けた取組等を実施している。 

 

 

6. 特別支援学校（東京都立あきる野学園養護学校） 

○ 東京都では、高等部卒業生の約 3 割が一般企業に就職、約 6 割が福祉施設等へ通

所している。就職率は3割程度で推移しているが、就職者数は年々増えている。 

○ 多様化する就労ニーズに対応し職業教育の充実を図るためには、学習内容を改善

していくことが必要であり、特に外部講師を活用する視点が重要である。東京都で

は、企業等アドバイザー事業を実施しており、各校２名のアドバイザーを配置して

授業改善に取り組み、効果をあげている。 

○ 進路指導については、仕事内容を 6 分野（製造、飲食・厨房、流通、販売、サー

ビス、事務、接客）に分け、高等部 1 年から職場見学、インターンシップ（就業体

験、1～3 日程度）、職場実習（2～3 週間程度）を段階的に行っていく中で、進路先

を自己選択、自己決定できるような取組を行っている。 

 なお、生徒が働くことについての学ぶ場を確保することが課題であり、職場体験

の協力事業所にもインセンティブが付与されるような仕組みが望まれる。 

○ 生徒一人ひとりに対する支援のネットワークの構築が重要であり、高等部段階に

おいては、個別の教育支援計画を活用し、在学中から、卒業後の職業生活や地域生

活を支える関係機関との連携を図っている。 

 例えば、在学中から地域障害者職業センターの職業評価や適切なアドバイスを受

けたりハローワークに求職登録させる、支援機関と一緒に事業所を訪問して職場実

習や求人を開拓したり、関係機関との支援会議を開く、といった過程を通じて、徐々

に卒業後の支援体制を構築していく。このようにして、卒業後の安定した生活に繋

げていくことが学校の役割であると考えている。 

○ 特に、ハローワークとの連携に当たり、学卒部門や専門援助部門だけではなく雇

用指導官からのバックアップも得られるようになり、進路指導が充実してきた。今

後、このような連携が全国で実施できるようにしてほしい。 

○ 関係機関との連携を図るための雇用、福祉、教育等の各機関が参集するネットワ

ーク会議が増えている。連携のためには会議は有効だが、運営の効率化の観点から、

将来的には統合することも必要ではないかと考える。 

○ 進路指導の体制については、東京都では、進路指導主任（進路指導主事）が学校

の規模により各校1～2名程度、専任で配置されている。専任であるため、進路指導

担当者としての役割を遂行しやすくなっている。さらに、進路指導主任を中心に実

務部隊である進路指導部が各学年に1～2名で組織されている。 

 進路指導担当者の就労支援の専門性を高めることが課題であり、現状では、ハロ

ーワークや地域障害者職業センター等の担当者会議、進路指導主任の研修といった

機会に限られており、専門性の向上方策を検討することが必要である。 

○ また、生徒を支える保護者に対しても、職業生活、地域生活（地域活動、余暇活
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動）について学ぶ場を提供することが重要であると考えている。 

○ 公的機関における職場実習受入れやチャレンジ雇用は、障害者本人のキャリアア

ップにもつながり、地域への啓発効果も高いことから、推進してほしい。 

 

 

7. 地方自治体（静岡県） 

○ 県内の就労支援の拠点として、障害者就業・生活支援センター、職業準備訓練施

設、職業訓練施設の３種類の支援機関を地域にバランスよく整備することが必要で

あると考えている。 

 障害者就業・生活支援センターについては、身近な地域の連携の拠点として７圏

域ある障害保健福祉圏域それぞれに設置が必要と考えている。センターがない圏域

には県の単独施策で「障害者就業・生活支援ミニセンター」の設置を順次進めてお

り、実績を重ねて障害者就業・生活支援センターへの移行を目指している。 

 また、東西に長い地域特性を考慮し、県内を大きく東部、中部、西部の 3 区域に

分けている。職業準備訓練を行う施設として、国の制度である障害者雇用支援セン

ターのほかに、県・市町の独自事業で「ワークセンター」を 3 箇所整備している。

さらに、この 3 区域に、職業訓練を行う施設を 1 箇所づつ整備する必要があると考

えているが、現在のところは、障害者職業能力開発校及び一般の職業能力開発校を

活用した障害者の受入事業（モデル事業）の2箇所にとどまっている。 

○ こうした各区域での基盤整備に加え、県の単独施策として、障害者求人開拓事業

（求人開拓員を配置し、福祉施設、特別支援学校等を訪問して個別の障害者のニー

ズを把握した上で求人開拓を行う事業。事業主団体に委託。）とジョブコーチ派遣事

業（障害者 1 人当たり 15 回を上限に支援する活動費を補助。ＮＰＯ法人に委託。）

の2つの事業を実施している。 

○ そのほか、事業発注や公共工事、物品購入の入札制度における障害者雇用率達成

企業に対する優遇措置も実施している。 

○ 国と地方の役割分担については、障害者雇用対策は国の役割であるというのが基

本認識であるものの、地域の実情に応じた施策を講じることも重要である。地方自

治体の厳しい財政事情の中で予算を確保するためには、障害者の雇用の促進は最重

要課題の一つであるというトップの取組姿勢が重要と考える。 

 

 

8. 発達障害者に対する支援（日本発達障害ネットワーク） 

○ 発達障害者は、特別支援学校ではなく高等学校普通科等に進学している場合が多

い。在学中や卒業後も障害者支援のレールに乗りにくいために、特性に合った適職

を見つけること、働き続ける上での支援を受けること、また、身の回り、金銭管理

等の生活面での基礎的な能力を身に付けることが難しく、一度は就職するものの短

期間で離職するケースが多い。こうした一般の教育ルートに乗った場合でも、障害

特性に応じてきめ細かな進路指導、就労移行支援、対人技能訓練が受けられるよう

な支援体制が必要である。 
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○ 本人や家族が障害を受容できず、支援を受けることに抵抗があり、挫折等を繰り

返す中で、ようやく支援を受けいれるようになることも多い。今後は、特別支援教

育が浸透・定着していくようになれば、学齢期の早い段階から本人も家族も障害を

自覚し、専門的な教育を受けて就職を目指すことができる。また、特別支援教育後

の支援体制を整備することも重要である。 

○ 発達障害の場合、障害名が同じでも個々の特性や必要な支援には大きな差があり、

常にフルサポートを必要としない場合やほんの少しのサポートで十分な場合も多い。

一人ひとりのニーズに合わせて、必要な時期に、必要な場で、適切な支援が行われ

ることが重要である。 

○ こうした現状を踏まえると、教育分野においては、義務教育終了後の高等学校の

中で発達障害者向けの職業教育や進路指導を行うこと、あるいは高等学校卒業後に

特別支援学校の設備等を利用した 1 年程度の専攻科を設置することが必要ではない

かと考える。 

○ 職業リハビリテーションの分野についても、ハローワークや地域障害者職業セン

ター等が発達障害に関する専門性・対応力を高めるとともに、職業準備訓練や職業

訓練の中で発達障害に適したコースやカリキュラムを設定することが求められる。 

○ 各機関が集まるネットワーク会議は行政機関の会議のための会議になっているき

らいがある。発達障害者がいつでも支援を求められる地域のネットワークが必要で

あり、民間機関もネットワークに入ることが重要である。 

 

 

9. 特例子会社（株式会社かんでんエルハート） 

○ 自社の障害者の職場定着・適応に関する支援は自力で行ってきた。これは、①障

害を持つ従業員に対しては、企業内の役職者や障害者職業生活相談員がサポート力、

カウンセリング力をつけ対応すべきと考えていたこと、②個人のプライバシーに関

するデリケートな部分に踏み込む場合も少なくないため、配置型・第 1 号ジョブコ

ーチといった社外の支援者の関与は躊躇があるためである。 

 さらに、社員が統合失調症を再発し休職したことを契機に、勘と経験と度胸によ

る就労支援に限界を感じ、より専門的かつ戦略的なサポートを行えるようにするた

め、従業員を障害特性や職業リハビリテーションに関する知識・スキルを持った第2

号ジョブコーチとして配置した。 

○ 専門的なスキルを有する第 2 号ジョブコーチの配置は有効であり、休職した社員

の職場復帰後の定期的な面談、コンディションに応じた作業指示、本人、ジョブコ

ーチ、関係者による定期的なケース会議の実施等により、安定した勤務が可能とな

った。 

○ 障害者の雇用を促進するには、養護学校での職業教育、就労移行支援事業者にお

ける訓練等も必要ではあるが、企業側の障害者雇用の受入れ体制が弱いということ

が問題であり、この問題を解消するのが第 2 号ジョブコーチであると考えている。

第 2 号ジョブコーチは専門的スキルを持っていること以外にも、ジョブコーチが企

業内に配置されていることで、外部の支援機関との関係をつくりやすく互いの強み
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を出し合って相乗的に支援を行うことが可能となり、障害者雇用が進むと考える。 

○ 企業の人的支援に関する制度として、職業生活相談員、職業コンサルタント、第2

号ジョブコーチ等がある中で、最もスキルが高いのが第 2 号ジョブコーチであると

考えるが、助成額が職業コンサルタントに比べて低いなど、制度面での魅力に欠け

る。第 2 号ジョブコーチは、障害者雇用を進めるキーパーソンとなりうるものであ

り、企業への支援の強化という観点から、活用が促進されるような制度を検討して

ほしい。 

○ さらに、管理職層、特に課長クラスの人材が就労支援のスキルを身につけること

で、障害者にとって働きやすい職場をつくることができるのではないかと思う。 

○ 支援機関に対する要望としては、就職に向けた準備訓練等を行っている多様な機

関がある中で、養護学校への期待が最も大きい。学校において体力や社会生活能力、

就労意欲といった基本的な部分を身につけられるようにすることが重要であると考

える。 

 また、支援機関の担当者の中には、企業活動はシビアであることについての理解

が乏しい者も見受けられるので、企業のことをもっと理解するよう努めてほしい。

さらに、地域障害者職業センターの中でも経験のある高いスキルをもつカウンセラ

ーは非常に頼りになるが、他の支援機関も個々の障害者のアセスメントを丁寧に行

うなど、高いスキルを身につけてほしい。 

 

 

第2．就労支援を担う人材の育成・確保の現状と課題 

 

1. (独)高齢・障害者雇用支援機構（障害者職業総合センター） 

○ 職業リハビリテーションの専門的な知識を有する人材を育成するため、機構の職

員である障害者職業カウンセラーの養成・研修及び福祉、医療・保健、教育等の関

係機関の職員を対象とした職種別・課題別の専門的・技術的研修を実施している。 

 また、地域障害者職業センターにおいても、職業リハビリテーションに関する基

礎的知識を提供する基礎講座、就労支援に関する情報交換や意見交換を行うフォー

ラムを実施している。さらに、地域の関係機関や企業に対する日常的な支援として、

ケース会議を通じた支援ノウハウの提供、関係機関が主催する研修会への講師の派

遣等を行っている。 

○ 障害者職業カウンセラーの養成・研修については、1年目の厚生労働大臣指定講習

をはじめ、3年目、5年目、9年目という節目で、それぞれの段階で求められる役割

（精神障害者や事業主に対する支援、後輩のカウンセラーに対するスーパーバイズ

等）に応じて体系的に実施している。主任カウンセラーや管理職としての所長を対

象とした研修も行っている。 

○ 障害者就業・生活支援センターや障害者雇用支援センターの職員に対する研修と

しては、新任の担当者や所長に対する研修のほか、新任研修受講後４年経過した担

当者に対して、スキルアップやリーダー的な役割を担うこと目的とした就業支援ス

タッフリーダー研修も行っている。 
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○ ジョブコーチ養成研修（職場適応援助者養成研修）については、地域障害者職業

センターの配置型ジョブコーチ、第１号ジョブコーチ、第２号ジョブコーチになろ

うとする者を対象として、障害者職業総合センターでの集合研修と、それぞれの活

動地域の地域障害者職業センターにおける実践的な研修とを組み合わせて、それぞ

れの類型毎に、年数回の研修を実施している。研修の内容は、障害者職業総合セン

ターの研究部門や職業センターで行っている職業リハビリテーションに関する調査

研究や支援技法開発の最新の成果を踏まえ、また、全国の地域障害者職業センター

による支援の実践を通じて機構が蓄積している支援ノウハウを活用して、精神障害

者、発達障害者等支援ニーズの増大の著しい分野も含めて現場ニーズに則した実践

的な支援が行えることとなるように、ケーススタディや演習を含めたカリキュラム

としている。さらに、養成研修修了後においても、地域障害者職業センターが、配

置型ジョブコーチと第１号ジョブコーチのペア支援をコーディネートすることによ

り、経験を積んだ配置型ジョブコーチによる現場での実践を通じた助言・援助や取

り扱った事例についてのケース会議等の中での助言・援助を第１号ジョブコーチに

行っており、さらに、定期的に第１号ジョブコーチ等を集めて、ケーススタディや

障害特性についての講習等を行うことにより、第１号ジョブコーチ等に対して、現

場で必要とされる実践的な支援技法の技術移転を図るとともに、支援スキルの維

持・向上を図っており、研修受講者のほぼ全員が既にジョブコーチとして活躍して

いる。 

○ 福祉、医療・保健、教育等の関係機関施設の職員のうち、障害者の就労支援にこ

れから携わる者や現在携わっている者を対象として、これら施設での就労支援に必

要となる職業リハビリテーションの基礎知識や支援技法を付与する研修として「職

業リハビリテーション実践セミナー」を実施している。この実践セミナーでは、障

害別（知的障害者、精神障害者、高次脳機能障害者）に、また、経験別にコースを

設定するなどにより、それぞれの障害についての職業的課題や対応方法を学び、ま

た、ケーススタディやグループワークを行うことにより、施設での支援に必要とな

る最新の職業リハビリテーションの実践に関する知識や支援ノウハウを習得し、こ

れら施設での実践に活かすことのできるカリキュラムを設定している。 

○ こうした研修の企画・実施に当たっては、職種別や課題別、経験別の実施、研修

テキストやガイドブックの整備・改訂、受講者の評価結果を踏まえたカリキュラム

等の改善を行うなど、効果的な研修となるよう努めている。 

○ 今後とも、地域の就労支援機関において、質と量の両面にわたる人材育成及び技

術移転のニーズが高まっている状況に対応して、積極的かつ効果的な支援を行うこ

とにより応えていくことが必要であると考えている。このため、国の施策の方向性

を踏まえつつ、地域障害者職業センターにおいて把握した地域の人材育成ニーズ、

障害者職業総合センターにおける先端的な研究成果や支援技法等を活かしつつ、基

礎から応用まで幅広く職業リハビリテーション人材の育成と就労支援機関への専門

的支援を実施していきたい。 
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2. 民間のジョブコーチ養成研修実施機関（特定非営利活動法人ジョブコーチ・ネット

ワーク） 

○ 障害のある人が社会の中で働くことの実現を目的として、そのための地域のネッ

トワークの構築と、就労支援の人材養成を行っている組織である。 

○ 就労支援の専門家養成を目的として、厚生労働大臣の指定を受けてジョブコーチ

養成研修を実施しており、厚生労働省が示す基準に沿って、講義・座学中心の基礎

課程、小グループでの講義・グループディスカッション・ロールプレイ等の演習を

中心した実践課程、さらに特例子会社での実習を実施している。 

 研修は、ジョブコーチが支援の現場で要求される実践的な内容を含むとともに、

福祉施設の職員に企業での就労支援を行うスピリットを伝えることを理念としてい

る。 

 受講者は、就労移行支援事業を予定している福祉施設の職員が多く、また、職場

適応援助者助成金の活用予定のない機関の職員も多い。 

 受講料は有料としており、また、遠方の受講者の場合は旅費・宿泊費が必要にな

るが、定員を大きく上回る申込みがあり、就労支援の研修に対するニーズは相当高

いと実感している。 

○ こうしたジョブコーチ養成研修のほか、各地域で福祉施設の職員等を対象とした

就労支援のセミナー（ジョブコーチセミナー）を実施しており、受講者数は相当数

にのぼっている。 

 就労支援の裾野を広げるために、入門編としてのセミナーを地域で開催し、より

実践的かつ専門的な研修として、ジョブコーチ養成研修を都市部で行うというよう

に、段階的に人材育成を行うことが効果的であると考えている。 

 また、障害者の就労支援は、国や地方、雇用、福祉、教育の分野にまたがってい

るが、就労支援の担当者に求められる専門性は共通している部分が多く、今後、必

要な能力や専門性を整理し、人材養成を検討する必要があるのではないか。 

○ 障害者の就労を地域で継続的に支え続けるには、機関と人材が必要であるが、最

近の就労意欲の高まりや就職件数の増加に対して、支える側が追いついていないと

いう懸念がある。地域で就労を支える機関として、障害者就業・生活支援センター

の設置を確実に進めるべきであり、地方自治体からの支援も期待したい。 

 ただし、現状では就労支援のノウハウが蓄積されておらず生活支援が中心である

センターも見受けられるため、就労支援に対する専門性を高めていくことが必要で

ある。 

○ アメリカには大学院レベルの職業リハビリテーションの資格があり、日本におい

ても、就労支援の人材の必要性が高まっている中で、長期的な目標として、こうし

た研究を始めてもいいのではないか。 
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